
為替週間展望＝ドル円は荒れた動きで推移か

　　　　　　　　　　［７月１５日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    7 月 8 日～ 7 月 12 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  160.73   161.81(10)    157.44(11)    159.14   -1.61

ユーロ・ドル  1.0807   1.0900(11)    1.0802( 8)    1.0867   +0.0027

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    41,190.68     +278.31     日本10年債利回り   1.060   -0.019

ダウ平均株価    39,753.75     +377.88     米10年債利回り     4.210   -0.068

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１５日　英７月ライトムーブ住宅価格

　　　　中国第２四半期ＧＤＰ、中国６月鉱工業生産指数、中国６月小売売上高

　　　　スイス６月生産者輸入価格

　　　　ユーロ圏５月鉱工業生産指数

　　　　カナダ５月製造業出荷、カナダ５月卸売売上高

　　　　米７月ＮＹ連銀製造業景気指数

　　　　中国共産党が第２０期中央委員会第３回総会（３中総会、１８日まで）

１６日　独７月ＺＥＷ景況感指数

　　　　ユーロ圏５月貿易収支

　　　　カナダ６月消費者物価指数

　　　　米６月小売売上高、米６月輸入価格指数

１７日　ＮＺ第２四半期消費者物価

　　　　英６月消費者物価指数、英６月生産者物価指数、英６月小売物価指数

　　　　ユーロ圏６月消費者物価指数確報値

　　　　米６月住宅着工・許可件数

　　　　米６月鉱工業生産・設備稼働率

１８日　日本６月貿易収支

　　　　豪６月雇用統計

　　　　英６月雇用統計

　　　　欧州中央銀行（ＥＣＢ）、ラガルド総裁記者会見

　　　　米新規失業保険申請件数、米７月フィラデルフィア連銀景況指数

　　　　米６月景気先行指数

　　　　米５月対米証券投資

１９日　日本６月消費者物価指数

　　　　英６月小売売上高

　　　　独６月生産者物価指数

　　　　ユーロ圏５月経常収支

　　　　カナダ５月小売売上高、カナダ６月鉱工業製品価格

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米経済指標が弱い場合にややドル売りに傾きやすくなりそうだ。た

だ、円売りの流れは継続するとみられる。介入警戒感が根強い中、ドル円は高値圏での

もみ合いが続くとした。

　　　　

【米消費者物価指数発表後にドル円は値を崩す】

　５日の６月の米雇用統計のやや弱い結果もあり、８日の東京市場はやや軟調地合いで

スタートした。７日のフランス下院決選投票で、第１回投票で１位であった極右国民連

合が票を伸ばせず、左派連合が１位となったことで、政治的混迷が続くとの思惑が広が

株式会社 ミンカブソリューションサービシーズ

東京都港区東新橋1-9-1



ったことも、リスク警戒の円買いにつながった。

　　

　８日のドル円は米雇用統計後の安値を割り込み、１６０．２０台まで下落したもの

の、その後は買い戻しの動きから１６１円台前半まで上昇を見せた。その後はいったん

１６０円台半ばまで下落したものの、１１日にかけて１６１台後半まで上値を伸ばす動

きを見せた。

　　

　９日は米上院銀行委員会での米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）のパウエル議長の議会

証言で、「もっと良いデータがあればインフレへの信頼高まる」と述べ、更にデータを

確認したい姿勢を強調した。「緩和が早過ぎたり、多過ぎたりすると、インフレの進展

に悪影響を及ぼす可能性がある」「インフレが持続的に２％に向かうという確信が得ら

れるまで利下げは適切ではない」などと述べた。

　　

　発言に特段のサプライズはなかったものの、このところの米経済指標が景気減速やイ

ンフレの落ち着き示していることから、利下げに向けた示唆があるとの見方が出ていた

ものの、市場の想定ほどはハト派ではないとの見方が強かった。この日は１６１円台半

ばまで上値を伸ばした。翌１０日にパウエル議長は下院でも議会証言を行った。前日と

ほぼ同様の内容となり、ドル円は１６１．８０台まで上昇した。

　　

　注目された１１日発表の６月の米消費者物価指数は市場予想を下回った。総合は前月

比－０．１％（予想＋０．１％、前回変わらず）、前年比＋３．０％（予想＋３．

１％、前回＋３．３％）。コアは前月比＋０．１％（予想＋０．２％、前回＋０．

２％）、前年比は＋３．３％（予想＋３．４％、前回＋３．４％）となった。発表後は

ドル売りとなり、ドル円は大きく値を崩して１５７．４０台まで急落した。ユーロ円、

ポンド円、豪ドル円などのクロス円も軒並み急落した。

　　

　米消費者物価指数の弱さによる動きだけでなく、市場の一部では政府・日銀によるド

ル売り円買い介入があったとの観測も出ている。ドル円は１２日には１５７－１５９円

台で荒れた動きを見せている

　　

　１５日の週はあまり米雇用統計や米消費者物価指数ほどの目立った材料はない。１６

日に米６月小売売上高、１７日に米６月鉱工業生産・設備稼働率、１８日に米新規失業

保険申請件数などの発表があり、これらの結果や要人発言に左右されやすい展開になる

とみられる。結果が悪いと景気減速懸念から利下げ期待が高まり、ドル売りに傾きやす

くなろう。ただ、その場合、米長期金利の低下となり、これが株高につながると、リス

クオンの円売りにつながりやすい展開か。一方で、経済指標が良好な場合は米長期金利

の上昇につながり、ドル円は堅調な推移を見せることとなりそうだ。

　　

　ドル円は１１日の米消費者物価指数を受けて急落したものの、売りが一巡すると下げ

渋りを見せそうだ。今後は介入警戒感に上値を抑えられつつも、荒れた動きで推移する

とみられる。ドル円の目先の予想レンジは、１５５．００～１６１．５０円。

　　

　日米の経済指標やイベントとしては、１５日に米７月ＮＹ連銀製造業景気指数、１６

日に米６月小売売上高、米６月輸入価格指数、１７日に米６月住宅着工・許可件数、米

６月鉱工業生産・設備稼働率、１８日に日本６月貿易収支、米新規失業保険申請件数、

米７月フィラデルフィア連銀景況指数、米６月景気先行指数、米５月対米証券投資、１

９日に日本６月消費者物価指数などがある。

　　

【ユーロドルは上昇基調が継続か】

　８日のユーロドルは週末のフランスの選挙結果を受けて下に窓を空けて始まった。一

時１．０８０２を付ける動きを見せた。売りが一服すると１．０８４０台まで買い戻し

が入った。その後は１１日の米消費者物価指数発表までは１．０８台前半から半ばでの

もみ合いとなった。

　　

　１８日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では政策金利は据え置きの見通し。声明やラ

ガルド総裁の記者会見が注目される。物価や景気動向に関して、次回利下げのヒントが

出てくるかが注目される。次の利下げは９月か１０月とみられている。市場では年内に

あと１－２回の利下げがあるとの見方が広がっている。

　　



　１１日の米消費者物価指数が弱い結果となり、ドル売りの動きにつながり、ユーロド

ル１．０８台半ばから１．０９近辺まで大きく上値を伸ばした。ユーロドルは５日移動

平均線をサポートに底堅い動きを見せており、上昇基調が続くとみられる。ユーロドル

の目先の予想レンジは、１．０７５０～１．１０５０ドル。

　　

　７月４日の英総選挙では、最大野党・労働党が圧勝した。１４年ぶりの政権交代とな

る。これを受けて５日のポンドドルは１．２８１０台まで上昇、その後も堅調な動きを

続けた。１１日には弱い米消費者物価指数を受けてポンド買いドル売りの動きとなり、

１．２９台半ばまで上値を伸ばした。この流れを引き継いで、引き続き上値を追う展開

が見込まれる。ポンドドルの目先の予想レンジは、１．２８００～１．３１００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１５日に英７月ライトムーブ住宅価格、中

国第２四半期ＧＤＰ、中国６月鉱工業生産指数、中国６月小売売上高、スイス６月生産

者輸入価格、ユーロ圏５月鉱工業生産指数、１６日に独７月ＺＥＷ景況感指数、ユーロ

圏５月貿易収支、カナダ６月消費者物価指数、１７日にＮＺ第２四半期消費者物価、英

６月消費者物価指数、英６月生産者物価指数、ユーロ圏６月消費者物価指数確報値、１

８日に豪６月雇用統計、英６月雇用統計、欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会、ラガルド総

裁記者会見、１９日に英６月小売売上高、独６月生産者物価指数、ユーロ圏５月経常収

支などがある。
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